
議案第１５７号 

 

川崎市個人情報保護条例の一部を改正する条例の制定について 

 

川崎市個人情報保護条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

平成３０年１１月２６日提出 

川崎市長 福 田 紀 彦 

 

川崎市個人情報保護条例の一部を改正する条例 

川崎市個人情報保護条例（昭和６０年川崎市条例第２６号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第２条第２号を次のように改める。 

 ⑵ 個人情報 個人に関する情報であって、次のいずれかに該当するものを

いう。 

ア 当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等（文書、図画若し

くは電磁的記録（電磁的方式（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚

によっては認識することができない方式をいう。次号イにおいて同じ。）

で作られる記録をいう。以下同じ。）に記載され、若しくは記録され、

又は音声、動作その他の方法を用いて表された一切の事項（個人識別符

号を除く。）をいう。以下同じ。）により特定の個人を識別することが

できるもの（他の情報と照合することができ、それにより特定の個人を

識別することができることとなるものを含む。） 

イ 個人識別符号が含まれるもの 

第２条中第７号を第９号とし、第３号から第６号までを２号ずつ繰り下げ、



第２号の次に次の２号を加える。 

 ⑶ 個人識別符号 次のいずれかに該当する文字、番号、記号その他の符号

のうち、規則（市長の定める規則をいう。以下同じ。）で定めるものをい

う。 

ア 特定の個人の身体の一部の特徴を電子計算機の用に供するために変換

した文字、番号、記号その他の符号であって、当該特定の個人を識別す

ることができるもの 

イ 個人に提供される役務の利用若しくは個人に販売される商品の購入に

関し割り当てられ、又は個人に発行されるカードその他の書類に記載さ

れ、若しくは電磁的方式により記録された文字、番号、記号その他の符

号であって、その利用者若しくは購入者又は発行を受ける者ごとに異な

るものとなるように割り当てられ、又は記載され、若しくは記録される

ことにより、特定の利用者若しくは購入者又は発行を受ける者を識別す

ることができるもの 

 ⑷ 要配慮個人情報 本人の人種、信条、社会的身分、病歴、犯罪の経歴、

犯罪により害を被った事実その他本人に対する不当な差別、偏見その他の

不利益が生じないようにその取扱いに特に配慮を要するものとして規則で

定める記述等が含まれる個人情報をいう。 

第７条第３項を次のように改める。 

３ 実施機関は、要配慮個人情報を保有してはならない。ただし、次の各号の

いずれかに該当するときは、この限りではない。 

 ⑴ 法令の定めがあるとき。 

 ⑵ 実施機関が情報公開条例第３３条に規定する川崎市情報公開運営審議会

（以下「審議会」という。）の意見を聴いて正当な行政執行に関連しその

権限の範囲内において行われると認めたとき。 



第２号の次に次の２号を加える。 

 ⑶ 個人識別符号 次のいずれかに該当する文字、番号、記号その他の符号

のうち、規則（市長の定める規則をいう。以下同じ。）で定めるものをい

う。 

ア 特定の個人の身体の一部の特徴を電子計算機の用に供するために変換

した文字、番号、記号その他の符号であって、当該特定の個人を識別す

ることができるもの 

イ 個人に提供される役務の利用若しくは個人に販売される商品の購入に

関し割り当てられ、又は個人に発行されるカードその他の書類に記載さ

れ、若しくは電磁的方式により記録された文字、番号、記号その他の符

号であって、その利用者若しくは購入者又は発行を受ける者ごとに異な

るものとなるように割り当てられ、又は記載され、若しくは記録される

ことにより、特定の利用者若しくは購入者又は発行を受ける者を識別す

ることができるもの 

 ⑷ 要配慮個人情報 本人の人種、信条、社会的身分、病歴、犯罪の経歴、

犯罪により害を被った事実その他本人に対する不当な差別、偏見その他の

不利益が生じないようにその取扱いに特に配慮を要するものとして規則で

定める記述等が含まれる個人情報をいう。 

第７条第３項を次のように改める。 

３ 実施機関は、要配慮個人情報を保有してはならない。ただし、次の各号の

いずれかに該当するときは、この限りではない。 

 ⑴ 法令の定めがあるとき。 

 ⑵ 実施機関が情報公開条例第３３条に規定する川崎市情報公開運営審議会

（以下「審議会」という。）の意見を聴いて正当な行政執行に関連しその

権限の範囲内において行われると認めたとき。 

第８条第１項中「（市長の定める規則をいう。以下同じ。）」を削り、「第

２条第６号ア」を「第２条第８号ア」に改め、同項中第６号を第７号とし、第

５号を第６号とし、第４号の次に次の１号を加える。 

 ⑸ 前号に規定する個人情報ファイルの内容に要配慮個人情報が含まれると

きは、その旨 

第８条第２項中「第２条第６号イ」を「第２条第８号イ」に改め、同条第３

項中第６号を第７号とし、第５号を第６号とし、第４号の次に次の１号を加え

る。 

 ⑸ 前号に規定する保有個人情報の内容に要配慮個人情報が含まれるときは、

その旨 

第１７条第３号中「含む。）」の次に「若しくは個人識別符号が含まれるも

の」を加える。 

第１８条第２項中「記述等」の次に「及び個人識別符号」を加える。 

第３０条第２項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認

識することができない方式で作られた記録をいう。以下同じ。）」を削る。 

第４５条中「第２条第６号ア」を「第２条第８号ア」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に改正後の条例（以下「新条例」という。）第２条

第１号に規定する実施機関（以下「実施機関」という。）が保有している同

条第８号に規定する個人情報ファイルであって、新条例第８条第１項第４号

に規定する個人情報ファイルの内容に新条例第２条第４号に規定する要配慮

個人情報（以下「要配慮個人情報」という。）を含むものについては、新条



例第８条第１項中「保有しようとする」とあるのは「保有している」と、「あ

らかじめ、次に」とあるのは「川崎市個人情報保護条例の一部を改正する条

例（平成３０年川崎市条例  号）の施行後遅滞なく、次に」と読み替えて

同項の規定を適用する。 

３ この条例の施行の際現に実施機関が行っている新条例第２条第５号に規定

する保有個人情報の保有に係る業務（新条例第８条第１項の規定による届出

に係る業務を除く。）であって、新条例第８条第３項第４号に規定する保有

個人情報の内容に要配慮個人情報を含むものについては、同項中「を開始し

ようとするときは、あらかじめ」とあるのは「について、川崎市個人情報保

護条例の一部を改正する条例（平成３０年川崎市条例  号）の施行後遅滞

なく」と読み替えて同項の規定を適用する。 

（川崎市情報公開条例の一部改正） 

４ 川崎市情報公開条例（平成１３年川崎市条例第１号）の一部を次のように

改正する。 

第２６条第１項中「第２条第３号」を「第２条第５号」に改める。 

 

 

参考資料 

 

制 定 要 旨 

 

 行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律の一部改正に伴い、個人情

報の定義を明確化すること、要配慮個人情報の保有を制限すること等のため、

この条例を制定するものである。 

 

議案第１５８号 

 

学校教育法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する

条例の制定について 

 

学校教育法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例

を次のとおり制定する。 

 

平成３０年１１月２６日提出 

川崎市長 福 田 紀 彦 

 

学校教育法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する

条例 

（川崎市職員の自己啓発等休業に関する条例の一部改正） 

第１条 川崎市職員の自己啓発等休業に関する条例（平成２８年川崎市条例第

７４号）の一部を次のように改正する。 

  第４条第２号中「第１０４条第４項第２号」を「第１０４条第７項第２号」

に改める。 

 （川崎市廃棄物の処理及び再生利用等に関する条例の一部改正） 

第２条 川崎市廃棄物の処理及び再生利用等に関する条例（平成４年川崎市条

例第５１号）の一部を次のように改正する。 

  第４１条の７第６号中「短期大学」の次に「（同法に基づく専門職大学の

前期課程を含む。）」を、「卒業した後」の次に「（同法に基づく専門職大

学の前期課程にあっては、修了した後）」を加え、同条第７号中「短期大学」

の次に「（同法に基づく専門職大学の前期課程を含む。）」を、「卒業した


